
著作権法施行令等の一部改正の概要 
 

 
１．改正の内容 

本改正は Blu-ray Disc（ブルーレイ・ディスク）規格による録画機器及び記

録媒体をそれぞれ著作権法施行令第１条の特定機器及び第１条の２の特定記録

媒体として規定し、新たに私的録音録画補償金制度における補償金徴収の対象

とするものである。なお、Blu-ray Disc（ブルーレイ・ディスク）規格による

録画機器が記録媒体に記録を行う際に従うべき光学的方法に係る基準について

は、技術的事項であるため、文部科学省令で「標準的な室内環境において、波

長が四百五ナノメートルのレーザー光を開口数が〇・八五の対物レンズを通し

て照射すること」を定めている。 
 
【参考１】私的録音録画補償金制度における対象機器・記録媒体 
 
①従来から対象となっている機器・記録媒体  
 
 
録音 

 
 
機 器 

ＤＡＴ（デジタル・オーディオ・テープ）レコーダー 

ＤＣＣ（デジタル・コンパクト・カセット）レコーダー 

ＭＤ（ミニ・ディスク）レコーダー 

ＣＤ-Ｒ（コンパクト・ディスク・レコーダブル）方式ＣＤレコーダー 
ＣＤ-ＲＷ（コンパクト・ディスク・リライタブル）方式ＣＤレコーダー

記録媒体 上記の機器に用いられるテープ，ディスク 

 
 
 
録画 

 
 
 
機 器 

ＤＶＣＲ（デジタル・ビデオ・カセット・レコーダー） 

Ｄ-ＶＨＳ（データ・ビデオ・ホーム・システム） 

ＭＶＤＩＳＣ（マルチメディア・ビデオ・ディスク）レコーダー 

ＤＶＤ-ＲＷ（デジタル・バーサタイル・ディスク・リライタブル） 
方式ＤＶＤレコーダー 

ＤＶＤ-ＲＡＭ（デジタル・バーサタイル・ディスク・ランダム・ 
アクセス・メモリー）方式ＤＶＤレコーダー 

記録媒体 上記の機器に用いられるテープ，ディスク 

 
②今回新たに対象となった機器・記録媒体 
 
録画 

 機 器 Blu-ray Disc（ブルーレイ・ディスク）レコーダー 

記録媒体 上記の機器に用いられるディスク 

 
【参考２】録画の場合の補償金額（(社)私的録画補償金管理協会・私的録画補償金規程） 
  機器：基準価格（最初に流通に供した価格またはカタログに表示された標準価格

の 65%）の 1%。ただし、1000 円を上限とする。  
記録媒体：基準価格（最初に流通に供した価格またはカタログに表示された標準

価格の 50%）の 1% 
 
※ なお、私的録音録画補償金は、対象となる機器、記録媒体を購入する際に、機器、記録

媒体の価格に上乗せする形で事前に一括して支払った場合には、その後の録音・録画を行
う際に個別に支払う必要がなくなる（法第 104 条の 4）との仕組が採用されている。 

 
 
２．施行期日：平成２１年５月２２日 

参考資料３
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２１庁房第６０３７号

平成２１年５月２２日

関 係 団 体 各 位

文 化 庁 次 長

高 塩 至

著作権法施行令等の一部改正について（通知）

著作権法施行令の一部を改正する政令が平成２１年５月１５日に政令第１３７号とし

て、また同日、著作権法施行規則の一部を改正する省令が文部科学省令第２４号としてそ

れぞれ公布され、本日より施行されました。

著作権法第３０条第２項により、私的使用のためのデジタル録音録画について著作権者

等は補償金を受ける権利を有しており、この制度の対象となるデジタル方式の録音録画機

器及び記録媒体は政令で指定されることとなっておりますが、今回の政令改正は、当該制

度の対象としてブルーレイ・ディスク（ ）規格による録画機器及び記録媒体Blu-ray Disc
を指定するものであります。

改正の内容及び留意事項は以下のとおりですので、御承知いただきますようお願いしま

す。

記

１．改正の内容

特定機器として第１条第２項第４号（及びその委任を受けた著作権法施行規則第１条の

２を含む ）においてブルーレイ・ディスク規格による録画機器を指定したこと。また、。

これに伴い、第１条の２第２項の規定により、特定記録媒体としてブルーレイ・ディスク

規格による録画機器による録画に用いられる光ディスクが対象となったこと。

経過措置として、今回の政令改正により新たに特定機器及び特定記録媒体の対象となる

録画機器又は記録媒体であって小売に供された後の最初の購入が政令の施行前になされた

ものについては、改正規定は適用せず、補償金の支払い対象とはしないこと。

２．留意事項

今回の政令は 平成２０年６月１７日付で発表した文部科学省及び経済産業省 以下 両、 （ 「

省」という ）の合意「ダビング１０の早期実施に向けた環境整備について （以下「両。 」

省合意」という ）に基づいて制定されたものである。。



私的録音録画補償金制度（以下「補償金制度」という ）については、平成１８年１月。

の文化審議会著作権分科会報告書において、制度上あるいは運用上の問題や制度の前提と

なっている状況の変化等を踏まえ 「私的録音・録画についての抜本的な見直し及び補償、

金制度に関してもその廃止や骨組みの見直し、更には他の措置の導入も視野に入れ、抜本

的な検討を行うべきである」とされ、同分科会に新設された私的録音録画小委員会におい

て検討が行われてきた。

しかしながら、両省合意が行われた平成２０年６月時点においては、同小委員会におけ

る無料デジタル放送の録画に係る著作権保護技術と補償の必要性に関する関係者間の意見

の隔たりが大きく、両省は、関係者が包括的な合意に至ることが短期間で実現できる状況

にはないと認識した。

なお、関係者の意見を、同小委員会中間整理（平成１９年１０月公表）を踏まえ整理す

ると、例えば、権利者の立場に立つ委員の意見は、著作権保護技術によって通常の利用者

が必要とする第３０条の範囲内の録音録画ができるのであれば補償の必要性はあるとする

ものである。一方、録音録画機器等のメーカーの立場に立つ委員の意見は、権利者は提供

された著作物等がどのような範囲で録音録画されるかを承知の上（著作権保護技術の内容

により想定される）で提供しているので重大な経済的不利益はなく補償の必要性はないと

するものである。

一方、無料デジタル放送のコピー制御ルールである、いわゆるダビング１０は、平成２

０年６月２日の開始が予定されていたが、関係者のコンセンサスが得られず、開始予定日

が延期されることとなった。

こうした中で、両省は、ダビング１０の早期実施のための環境整備の一環として、暫定

的な措置としてブルーレイ・ディスクに係る専用機器及び専用記録媒体（以下「ブルーレ

イ・ディスク」という ）を政令に追加することに合意した。これは、平成２０年６月当。

時に製造・出荷されていたブルーレイ・ディスクレコーダーがアナログチューナーを搭載

しておりアナログ放送のデジタル録画が可能であったため、ブルーレイ・ディスクを政令

に追加したとしても、関係者の意見の相違が顕在化することはなく、また、文化審議会著

作権分科会の審議事項に抵触することもない、との認識に基づくものである。

もとより、アナログチューナーを搭載していないレコーダー等が出荷される場合、及び

アナログ放送が終了する平成２３年７月２４日以降においては、関係者の意見の相違が顕

在化し、私的録画補償金の支払の請求及びその受領に関する製造業者等の協力が十分に得

られなくなるおそれがある。両省は、このような現行の補償金制度が有する課題を十分に

認識しており、今回の政令の制定に当たっても、今後、関係者の意見の相違が顕在化する

場合には、その取扱について検討し、政令の見直しを含む必要な措置を適切に講ずること

としている。
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